
新町建設計画とは・・・？

熊石町・八雲町 新町建設計画の概要

「熊石町・八雲町合併協議会」において平成17年2月に策定された計画で、2町が合併後の新町を建設していくための基本方針や総合的な施策を

定め、新町の速やかな一体化を促進し、地域の発展と住民福祉の向上を図るための方針を示したもの。

市町村合併推進体制整備費補助金（合併補助金）や合併特例債などの国の財政支援を受けるための基礎となる計画。

改正事項【計画期間の変更について】

・H17.2月策定 （H17～H26年度/10年間）

・H26.3月改定 （H17～R ７年度/20年間）

「H24.6月：東日本大震災に伴う合併市町村に係る

地方債の特例に関する法律：施工」

平成30年一部改正により

「20年間」から「25年間」と期間延長

新庁舎建設にて、合併特例債の活用を計画

・計画期間を「H17～R12年度/25年間）へ延長

説明事項

・財政計画の修正について（財政推計値を令和12年度までに修正）

・新庁舎の建設について



１．財政計画の考え方

（１）財政推計にあたっての基本的考え方

①財政推計の趣旨

この財政推計は、新町建設計画を財政見通しと連動した実効性のある計画とするためのも

のです。今後の中長期的な財政収支の推移について、その傾向と見通しを把握しやすくため、

推計方法の基本的考えをもとに、現行制度を前提として表します。

　なお、今後の社会経済情勢の変化や制度改正などには柔軟に対応します。

②基本的考え方

　財政推計は、平成１７年度から令和４年度までは決算額、令和５年度は当初予算額、

令和６年度以降は令和５年度当初予算をベースに歳入・歳出の主な科目ごとに過去の実績や

人口推移などを考慮し、一定の条件を仮定して算定します。

　但し、町税及び地方交付税など歳入の多くは、経済情勢、税制、地方財政制度等について

不確定要素が多いことから、基本的に現行制度を維持し推計します。

③基本事項

　・普通会計（一般会計）を対象とします。

　・この計画の期間は平成１７年度から令和１２年度までの２６年間とします。
（当初計画では平成１７年度から平成２６年度）
（修正計画（1回目）では平成１７年度から令和７年度）



別紙２

①歳入

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

地方消費税交付金

地方特例交付金

地方交付税

普通交付税

特別交付税

交通安全対策交付金

分担金及び負担金

使用料・手数料

国庫支出金

道支出金

財産収入

寄付金

繰入金

諸収入

国有提供施設等所在地
市町村交付金

普通建設事業に係る分を除く令和5年度当初予算額と同額の推移とする。普
通建設事業分は第2期総合計画実施計画から数値を集計し、事業実施予定年
度にて加算。

国庫支出金同様とする。

国庫支出金同様とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。
（企業版ふるさと納税は除く。）

事業実施のための特定目的基金や年度間の財源を調整するための財政調整基
金等の繰り入れを適宜見込む。

令和5度当初予算額と同額の推移とする。（臨時分は除く。）

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額を基礎に、減少基調と見込み△0.5%で算定

地方債
第2期総合計画実施計画から普通建設事業費の数値を集計。
臨時財政対策債は、令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額を基礎に、減少基調と見込み△1.0%で算定。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額を基礎に、個別経費は減少基調と見込み△0.5％、包括
算定は同額の推移、公債費は今後借入予定額を加味し算定。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

　各区分において、平成17年度から令和4年度までは決算額、令和5年度は当初予算額であり、令和6年
度から令和12年度までは以下のとおり算定した。

区 分

令和5年度当初予算額を基礎に、法人町民税は事業所数の減や物価高騰等の
影響により△1.0％、固定資産税は評価替年度（3年毎）で△2.0％減額、他
は同額の推移とする。

令和5年度当初予算額を基礎に、令和5年度地方財政計画の減少率を乗じて算
出。（自動車重量譲与税△0.6%、地方既発油譲与税△5.5%、森林環境譲与税
は同額推移。）

推計方法の基本的考え方

令和5年度当初予算額を基礎に、減少基調と見込み△1.0%で算定。
（臨時分は除く。）

株式等譲渡所得割交付
金

令和5年度当初予算額と同額の推移とする。法人事業税交付金

環境性能割交付金



②歳出

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

公債費

積立金

繰出金

普通建設事業費 第2期総合計画実施計画から数値を集計し、事業実施予定年度にて算定。

令和5年度当初予算額を基礎に、＋1.0％で算定。
令和6年度はデイサービス施設大規模改修予定のため事業費相当分加算。
（令和6年度より下水道事業、集落排水事業、熊石簡易水道は企業会計へ移
行となるため除く。）

令和5年度当初予算額を基礎に、＋0.1%で算定。

令和5年度当初予算額を基礎に、＋0.1%で算定。
障害者自立支援給付費は＋1.0%で算定

借入額に対する償還計画の数値に令和5度以降発行予定の各種地方債（臨時
財政対策債も含む。）を加えて算定。

補助費等

総合病院、国保病院、水道事業、下水道事業、集落排水事業、熊石簡易水道
事業に対する補助金（繰出金）については、令和5年3月試算の計画額で見込
み、その他の補助費については、令和5年度の当初予算額を基礎に+0.3％と
する。

投資・出資・貸付金
公営企業に対する出資（繰出金）については、上段補助費の公営企業に対す
る推計と同様とする。
その他は令和5年度当初予算額と同額の推移とする。

森林環境譲与税積立は令和6年度からの譲与税増額分を含めて算定。
その他積立は、令和5年当初予算額と同額の推移とする。

区 分 推　計　方　法　の　基　本　的　考　え　方

基本的には、定昇等は4号俸アップ、人勧は考慮しない。
退職者補充は1／1（再任用含む。）
議員定数は14名。副町長は1名。
特別職及び議員の給与、報酬等は八雲町の金額とする。
退職手当組合精算納付金年度増額。（3年毎）

令和5年度当初予算額を基礎に、＋0.1%で算定。



２．財政計画表

【歳　入】

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

地 方 税 1,726 1,733 1,861 1,866 1,784 1,813 1,850 1,828 1,818

地 方 譲 与 税 247 322 166 160 152 147 148 140 133

そ の 他 交 付 金 等 376 362 329 307 299 311 305 294 313

地 方 交 付 税 5,598 5,456 5,395 5,558 5,720 6,131 6,568 6,281 6,211

国 庫 支 出 金 455 327 524 447 1,437 845 725 902 1,349

道 支 出 金 840 589 615 745 942 1,125 924 1,010 625

地 方 債 871 694 601 763 1,332 1,394 1,111 1,039 847

そ の 他 の 収 入 1,759 1,328 1,130 1,282 2,143 1,341 1,533 1,555 2,241

歳 入 合 計 11,872 10,811 10,621 11,128 13,809 13,107 13,164 13,049 13,537

【歳　出】

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

人 件 費 2,499 2,395 2,213 2,204 2,296 2,213 2,131 2,057 2,069

物 件 費 1,623 1,410 1,347 1,356 1,483 1,445 1,619 1,415 1,511

維 持 補 修 費 325 182 257 228 251 305 311 290 304

扶 助 費 685 691 724 727 724 900 950 955 997

補 助 費 等 1,479 1,270 1,258 1,220 1,583 1,918 1,583 1,399 1,392

公 債 費 1,804 1,828 1,780 1,605 1,501 1,409 1,389 1,361 1,399

積 立 金 95 104 114 142 185 135 464 483 1,762

繰 出 金 1,382 1,391 1,392 1,442 1,367 1,400 1,341 1,363 1,367

普 通 建 設 事 業 費 1,383 911 877 1,415 3,345 2,131 1,563 1,642 1,855

そ の 他 495 505 523 456 647 602 1,044 1,053 449

歳 出 合 計 11,770 10,687 10,485 10,795 13,382 12,458 12,395 12,018 13,105

区　　　　　分

区　　　　　分
決算額の推移

（単位：百万円）

決算額の推移

（単位：百万円）



【歳　入】

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

地 方 税 1,867 1,877 2,079 2,009 1,951 1,966 1,933 2,236 2,246

地 方 譲 与 税 132 138 136 135 136 151 169 171 179

そ の 他 交 付 金 等 339 493 435 463 460 457 516 596 569

地 方 交 付 税 6,047 6,023 5,820 5,618 5,558 5,661 5,763 6,006 5,927

国 庫 支 出 金 707 1,056 1,217 801 752 1,136 3,236 1,922 1,798

道 支 出 金 861 991 603 767 1,082 739 2,538 727 741

地 方 債 1,289 1,555 1,305 858 774 1,850 2,580 940 539

そ の 他 の 収 入 1,604 1,550 3,219 4,011 8,497 5,188 4,913 5,088 4,372

歳 入 合 計 12,846 13,683 14,814 14,662 19,210 17,148 21,648 17,686 16,371

【歳　出】

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

人 件 費 1,951 2,011 1,981 1,951 1,977 1,992 2,355 2,351 2,359

物 件 費 1,553 1,788 2,348 2,549 4,239 2,764 2,227 2,728 2,521

維 持 補 修 費 300 342 303 357 352 292 345 369 314

扶 助 費 1,135 1,140 1,254 1,185 1,274 1,385 1,425 1,802 1,527

補 助 費 等 1,862 2,078 1,708 1,632 1,634 2,025 3,763 2,326 2,294

公 債 費 1,408 1,381 1,287 1,313 1,386 1,427 1,459 1,473 1,348

積 立 金 370 369 1,299 1,913 4,057 2,509 2,244 3,024 2,005

繰 出 金 1,372 1,407 1,369 1,272 1,486 1,260 1,200 1,264 1,323

普 通 建 設 事 業 費 1,803 2,373 2,136 1,515 1,730 2,689 5,579 1,495 1,611

そ の 他 454 468 434 466 470 522 549 514 520

歳 出 合 計 12,208 13,357 14,119 14,153 18,605 16,865 21,146 17,346 15,822

区　　　　　分
決算額の推移

区　　　　　分
決算額の推移

（単位：百万円）

（単位：百万円）



【歳　入】

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

地 方 税 1,999 1,980 1,967 1,954 1,937 1,924 1,912 1,895

地 方 譲 与 税 174 182 180 178 176 174 172 170

そ の 他 交 付 金 等 439 439 439 439 439 439 439 439

地 方 交 付 税 5,158 5,225 5,213 5,140 5,137 5,093 5,004 4,914

国 庫 支 出 金 1,367 888 866 877 881 1,247 1,152 930

道 支 出 金 820 712 738 714 717 726 725 720

地 方 債 1,270 1,220 2,412 3,332 312 918 224 197

そ の 他 の 収 入 5,052 6,285 4,737 4,740 4,662 4,859 4,929 4,691

歳 入 合 計 16,279 16,931 16,552 17,374 14,261 15,380 14,557 13,956

【歳　出】

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

人 件 費 2,548 2,589 2,609 2,596 2,608 2,666 2,657 2,654

物 件 費 2,477 2,369 2,433 2,384 2,388 2,397 2,424 2,393

維 持 補 修 費 349 350 350 351 351 351 352 352

扶 助 費 1,541 1,547 1,554 1,560 1,567 1,574 1,581 1,588

補 助 費 等 1,875 2,371 2,279 2,148 2,165 2,126 2,118 2,069

公 債 費 1,346 1,485 1,486 1,392 1,398 1,402 1,370 1,291

積 立 金 1,266 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278

繰 出 金 1,500 1,016 970 975 981 987 993 999

普 通 建 設 事 業 費 2,815 3,221 2,935 4,029 881 1,946 1,177 711

そ の 他 562 705 658 661 644 653 607 621

歳 出 合 計 16,279 16,931 16,552 17,374 14,261 15,380 14,557 13,956

区　　　　　分
財　政　推　計

区　　　　　分
財　政　推　計

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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